
 

 

 

 

 

 

 

第３章 研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３章 研究 

-63- 

第３章 研究 

 

Ⅰ 研究目的と特徴 

 

１ 研究目的 

名古屋大学の研究目的は「真理を探究し、世界屈指の知的成果の創成によって、人々の幸

福に貢献する」であり、「医学の分野における深い学識と卓越した能力の追求を通して文化の

進展に寄与する」を学部・研究科の目的とし、次の基本方針を立てている（名古屋大学学術

憲章から一部抜粋）。 

「医学及び保健学の理論及び応用を教授研究し、その深奥を極め、高度の専門性が求めら

れる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培うことにより、文化の進展に寄与する

とともに、医学及び保健学における学術の研究者、高度の専門技術者及び教授者を養成する」

（名古屋大学大学院医学系研究科規程第 2条） 

 

２ 方針、目標・計画 

基幹的総合大学にふさわしい拠点形成と研究成果の社会還元を目標に掲げ、次の方針で研

究を実施する。 

 

（１） 国際的及び全国的な水準で研究活動を行っている研究者を確保し、世界最高水準の学

術研究を推進する。 

（２） 優れた研究成果を上げ、それを社会に広く還元する。 

（３） 次世代を担う若手研究者を育成する。 

（４） 高度な学術研究の成果を上げるための組織と環境を整備する。 

（５） 国際水準の研究を維持し発展させる分野に対して、重点的な資源投資を行う。 

（６） 国、地方公共団体、産業界、民間団体などから多様な研究資金を確保する。 

（７） 研究成果としての知的財産を創出、取得、管理及び活用する機構を充実し、知的財産

の社会還元を図る。 

 

 

３ 学部・研究科の特徴 

本学の医学系の研究を担う医学系研究科は、医学部の医学科及び保健学科を基盤にして基

礎研究からトランスレーショナル研究を通じて、臨床研究に至る統合的な医学研究ができる

体制を整えている。 

   神経疾患・腫瘍の統合分子医学の拠点形成を目標にしたグローバル COE プログラム、医工

連携による先端融合イノベーション創出拠点形成、トランスレーショナル研究の拠点として

の先端医療・臨床研究支援センターなどの特徴ある活動を育んできた。平成 23年度には脳と

こころの研究センターを設立した。新しい医学・医療を実質的に患者に応用する研究支援体

制や学内の研究基盤インフラとしての医学教育研究支援センターの整備が進んでおり、知的

財産部医学部鶴舞サテライトを設置し、知的財産の創出と活用を支援する体制をとっている。 

さらに、テニュアトラック制度、特任プロジェクト、寄附講座、基礎系流動助教（特任助

教）制度、卒直後コース、MD・PhD コース、トータルヘルスプランナーコース、ヤングリー
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ダーズプログラム、がんプロフェッショナル養成プログラム、若手研究者育成コース、海外

交流プログラムなど、人材育成の独自の取組が稼働している。 

 

Ⅱ 研究活動の状況と成果 

 

１ 研究体制・研究支援体制 

医学系研究科は、医学部医学科を基盤にして基礎研究からトランスレーショナル研究を通

じて、臨床研究にまで至る統合的な医学研究ができる体制を整えるとともに、知的財産部医

学部鶴舞サテライトを設置し、知的財産の創出から活用までシームレスな支援体制を整備し

ている。 

新しい医学・医療を実質的に患者に応用する研究支援体制あるいは研究基盤インフラとし

ての医学教育研究支援センターは、研究支援のためのコアファシリティーであり（資料Ⅱ－1

－1）、実験動物部門では動物実験施設の運営や研究支援・教育を担当し、機器部門の 4 室も

利用講習会などの開催を通じて研究支援・教育に尽力している。実験動物部門・機器部門と

も、その利用状況は飛躍的に増加しており、実験動物部門においては、マウス需要の急速な

伸びによりスペース的に容量を超える状況である（資料Ⅱ－1－2、Ⅱ－1－3）。このような研

究及び教育スペースの拡大を受けて、研究棟 3号館建設の着工が平成 24年度に開始されてい

る。 

医学部附属病院の「先端医療・臨床研究支援センター」では、バイオ医療、医療機器、医

療情報を三本柱に先端医療開発を進めている。先端医療支援部門では、遺伝子製剤、培養細

胞、培養組織などの試験物製造をはじめ、平成 24年度には 65件の臨床研究を支援している。

一方、臨床研究支援部門では、新薬の効果や安全性を調べる「治験」や様々な臨床研究につ

いて、法令や指針を遵守しつつ、科学的かつ倫理的に進めるための支援を行っており、平成

23年度には、治験件数が 132件まで増加している。（資料Ⅱ－1－4）。 

 

２ 特徴ある研究活動（資料Ⅱ－2－1） 

総合的な分子医学研究により神経・精神疾患、腫瘍疾患の克服を目標にしたグローバル COE

プログラムが進められるとともに、神経疾患・腫瘍分子医学研究センターにおける精力的な

研究活動が展開されている。さらには、トランスレーショナル研究の拠点としての先端医療・

臨床研究支援センターの設立、医工連携による先端融合イノベーション創出拠点形成、脳と

こころの研究センターが設立されるなどの様々な特徴ある活動を育んできている。 

（１） グローバル COEプログラム 

これまでに、神経分化・再生・変性の過程と、腫瘍疾患の発症・進展の過程には、多

くの共通分子機構の関与が示唆されたことから、両疾患の病態共通性に着目し、教育・

研究成果の両面における生産性を高めることを目指した研究が提案され、COE「神経変性

疾患と悪性腫瘍の分子医学」（代表：髙橋雅英教授、平成 10 ～平成 14年）、21世紀 COE

「神経疾患・腫瘍の統合分子医学研究拠点形成」（代表：祖父江元教授、平成 15～平成

19年）が採択されている。これらの先進的・戦略的研究成果に対する高い評価を発展的

に受け継いで、平成 20年度にはグローバル COEプログラム「機能分子医学への神経疾患・

腫瘍の融合拠点」の採択につながっている（資料Ⅱ－2－2）。グローバル COEプログラム

には関連の 22講座が参画し、神経変性疾患（パーキンソン病、アルツハイマー病、運動
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ニューロン疾患）や統合失調症などの神経精神疾患の病態解明とそれに基づく治療法の

開発、及び悪性腫瘍の有効な治療法、特に分子標的治療の開発など、21世紀にその解決

が医学上最も望まれる課題克服を目指している。これまでに、神経疾患と悪性腫瘍の共

通の分子機構が深く関わることを明らかにし、これを標的として異分野の研究者が融合

的に研究を推進することで、独創的な研究成果を生み出してきている。 

 

（２） 神経疾患・腫瘍分子医学研究センター  

神経疾患並びに腫瘍の病態解析及び治療戦略に関する総合的研究を行うことを目的と

して、平成 15年度に医学系研究科では、附属神経疾患・腫瘍分子医学研究センターを設

立している。同センターは①腫瘍病態統御部門、②発生・再生医学部門、③先端応用医

学部門の 3部門により構成され、実臨床への応用を目指した多面的な研究が展開されて

いる。腫瘍病態統御部門では、肺がんを中心とする、いわゆる難治がんの分子病態につ

いて多角的に研究を進めている。その研究プロジェクトの内容は、がん化メカニズムに

関わる基礎的な研究から､革新的な診断・治療へのトランスレーションを目指した応用研

究まで多岐にわたる。発生・再生医学部門では、神経細胞の生存・極性の獲得、細胞運

動の制御や腎臓の発生に関する分子機構の解明を通じて、循環器疾患、がん、神経・精

神疾患の治療法の研究開発を行っている。先端応用医学部門では、がん細胞、神経細胞

を対象に、糖タンパク質、糖脂質、さらには、DNAトポアイソメレース、微小管、細胞

外マトリックスに着目し、細胞の増殖、分化、死などの細胞運命の調節機構を解明し、

その知見を踏まえた難治疾患の新規治療法の開発を目指している（資料Ⅱ－2－3）。 

平成 25年度から、がんと神経疾患に特化した基礎研究から臨床応用研究までを包含す

るセンターであることをより良く反映した名称の下に組織を改編し、各部門の特性を内

外に対して明示的に示せるようにした。 

 

（３） 先端医療・臨床研究支援センター 

次代を担う新しい GCP 準拠の先端・先進医療を開拓・実施するため、トランスレーシ

ョナル・リサーチ推進を目的に平成 14年度に文部科学省の指導の下で医学部附属病院内

に設置した遺伝子・再生医療センターと、治験推進を目的に平成 11年度に設立した臨床

治験管理センターを母体とし、平成 19年度に設置した臨床研究推進センターを統合して、

平成 22年 6月に先端医療・臨床研究支援センターを新たに発足した（資料Ⅱ－1－4、資

料Ⅱ－2－4）。これによりシーズ発掘から保険診療に至るまでのプロセスを一気通貫的に

支援する組織体制が整った。センター内には、先端医療支援部門と臨床研究支援部門が

あり、前者は国内最大級のバイオマテリアル調製ユニットを有し、ISO9001:2008、 

ISO13485:2003の管理下で遺伝子製剤、 培養細胞、培養組織などを製造している。また、

後者は ICH-GCP に準拠した臨床試験を実施している。スタッフとしては、臨床研究を担

う医師、看護師、レギュラトリーサイエンス関係者（臨床疫学者、生物統計家等）の専

任化を完了するとともに病院収益を投入してシーズ発掘、育成及び支援を行い、学内外

の R&D（Research & Development）パイプラインを形成している。対外的には、中部先

端医療開発円環コンソーシアム（中部 7 大学及び国立長寿医療研究センターが連携した

先端医療開発推進組織）や中部医療産業化ネットワーク（中部経済産業局、中部経済連

合会、名古屋商工会議所等が連携した医療産業化推進組織）の要となっている。 
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さらに、平成 24年度からは、橋渡し研究加速ネットワークプログラム及び臨床研究中

核病院・整備事業の 2 つの拠点に選出され、トランスレーショナル・リサーチと臨床研

究を加速化させている（資料Ⅱ－2－5、Ⅱ－2－6）。 

 

（４） 予防早期医療創成センター 

医工連携を核にした融合研究を推進するため、「先端融合領域イノベーション創出拠点」

の成果を活かし、平成 22 年度に予防早期医療創成センター（PME）を新設した（資料Ⅱ

－2－7）。同センターでは、異分野・異業種が集う研究拠点で、新しい価値を創造するこ

とを目的に、予防早期医療に関わる広範で複合的な研究課題に対し、医学部附属病院を

含む医工等分野を超えた連携や、産学官の連携により、融合研究に取り組んでいる。そ

のコンセプトは「手のひらに名医・大病院」であり、個人の、医療情報や健康情報にも

着目し、「健康から疾病までのシームレスなケアシステムの構築」によって、「蓄積した

個人の健康・医療情報」から「個人に最適な予防や早期医療を行う」ことで、個人の体

調のわずかな変化をいち早く捉え、これまで実現できなかった真の予防や早期医療を提

案している。現在 8 社が集い、DST グループ（内視鏡のインテリジェント化と次世代診

断治療の開発）進行中のプロジェクトには、MT グループ（ 1.ナノテクノロジーによる

単一細胞操作と白血病原因タンパク質の高感度検出、2.非標識生体成分の高感度検出デ

バイスの開発、 3.アレルゲンペプチド探索用ペプチドアレイの作製と実用化、 4.細菌

感染症診断アレイ）、ITグループ（生活習慣病の包括的リスク診断）、MSグループ（医療

ポータルと診療データ分析システムの開発）があり、シーズの社会還元を目指した真摯

な取組が進められ、一部においては試作機の作成など実用化が既に開始されている。ま

た、人的連携や情報共有を加速するため、セミナーやシーズ発表会などを定期的に開催

している。 

 

（５） 脳とこころの研究センター 

平成 22年度に大幸地区に磁気共鳴（MRI）と脳磁図（MEG）の大型装置が設置され、医

学部医学科と共同で「脳とこころの研究センター」を立ち上げて、先進的なバイオマー

カー開発と疾患発症リスクの抽出をはじめとする脳とこころの革新的医療の提供を目指

している。同センターでは、脳とこころの疾患の病態解明と治療、脳の発達と老化、教

育における脳機能の関与など幅広い学際型研究を推進させるとともに、次世代の研究者

及び医療従事者の育成に取り組んでおり、脳とこころの研究センターを中核として、本

学医学系研究科の神経内科学、脳神経外科学、精神医学、放射線医学、老年科学及び分

子生物学などの各講座、医学部保健学科、教育発達科学研究科、環境学研究科、創薬科

学研究科、環境医学研究所、エコトピア科学研究所のほか、国立長寿医療研究センター、

愛知県心身障害者コロニー、自然科学研究機構生理学研究所、愛知医科大学、さらには

企業との連携の下に、ダイナミックな地域連携型研究コンソーシアムを構築し、脳とこ

ころの疾患の克服を目指している（資料Ⅱ－2－8）。 

 

（６） 医工連携インキュベータ 

名古屋医工連携インキュベータは、名古屋市及び愛知県の事業要請に応え、新事業創

出促進法（現「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」）に基づき、独立行政
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法人中小企業基盤整備機構が整備を行った大学連携型起業家育成施設（インキュベータ）

であり、地域の大学が有する医工連携・ライフサイエンス分野の技術シーズ・人材等の

蓄積を活かし、大学発ベンチャー、中小企業等の育成を行うことにより、新事業・新産

業の創出を図り、地域産業の活性化を目指している。医学系研究科の髙橋 隆教授の研究

グループによる成果を基に、最先端のゲノミクス解析及びプロテオミクス解析技術を基

盤としたがんの術後における予後予測（再発リスク）診断、難治性がんの早期発見診断、

抗がん剤の薬剤感受性診断など、個別的な臨床病態予測法の開発が進められている（資

料Ⅱ－2－9）。 

３ 研究資金 

運営費交付金は、年々減少するが（資料Ⅱ－3－1）、外部資金獲得は増加している（資料Ⅱ

－3－2）。文部科学省の科学研究費補助金の採択件数は平成 16 年度には 182 件であったが平

成 23年度には 349件に増加した。また、採択率も 46.0%から 60.4%へと上昇した（資料Ⅱ－3

－3）。中でも基盤研究（B）以上の比較的大型の科学研究費も堅実に獲得できている（資料Ⅱ

－3－4）。また、厚生労働省科学研究費補助金も順調に伸びている（資料Ⅱ－3－4）。 

 

４ 共同研究・受託研究の実施状況 

共同研究（資料Ⅱ－4－1）と受託研究（資料Ⅱ－4－2）は共に順調に伸びており、特に共

同研究の件数の伸びは著しい。また、学術的な共同研究は、国内外の他研究機関との間で盛

んに行われている。 

 

５ 研究成果 

グローバル COE プログラムによる神経と腫瘍の研究拠点への取組は、医学系研究科におけ

る研究の特徴を形成する上で重要な役割を果たした（資料Ⅱ－5－1）。このことは、大型研究

費獲得の状況にも如実に反映されている（資料Ⅱ－2－1）。神経の分野では神経移動機構、神

経軸索再生機構、神経軸索決定機構、発達障害・薬物依存症の精神依存形成機序や統合失調

症分子機構の解明、神経変性疾患の病態解明とその臨床応用、Axon initial segment による

神経可塑性、筋萎縮性側索硬化症・前頭側頭葉変性症の分子機構の解明など難治性神経疾患

の病態解明に大きく貢献する成果を収めている（資料Ⅱ－5－2～Ⅱ－5－17）。がんの分野に

おいても、Akt下流分子 Girdin の発見、肺がん・膵臓がん分子病態のプロテオミクス並びに

ゲノミクス解析による解明、プラズマの臨床応用などの重要な成果を得るに至った（資料Ⅱ

－5－18～Ⅱ－5－20）。 

臨床への展開を見据えた研究も盛んである。がんプロフェッショナル養成、白血病の分子

標的創薬、肺・膵がんのバイオインフォマティクス、変異チロシンキナーゼを標的とした白

血病治療薬開発、球脊髄性筋萎縮症の分子標的治療法開発、iPS 細胞由来血管前駆細胞移植

モデルの構築、孤発性 ALSの前向きコホートスタディなどを挙げることができる（資料Ⅱ－5

－21～Ⅱ－5－27）。また、先端医療・臨床研究支援センターは、先端医療を臨床応用するた

めの施設として、ISO9001:2008及び ISO13485:2003の認証を取得し、毎年度実施される外部

審査でその管理機能は高く評価されている。このシステム管理下で、平成 23年度までに調製

された遺伝子製剤、培養細胞、培養組織等の試験物は 150に上り、65症例に対し使用してい

る。（資料Ⅱ－5－28）さらに、アルツハイマー病新ワクチン、造血細胞移植登録一元管理プ

ログラム、ホスピタルナビなどの社会貢献の業績も出ている。 
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上述の成果の社会還元として論文・著書による情報公開がなされ、平成 18 年と平成 24 年

の論文ごとの被引用回数と論文数の比較により、研究の質・量共に着実な進歩がうかがえる

（資料Ⅱ－5－29～Ⅱ－5－31）。 

 

Ⅲ 人材育成 

 

１ テニュアトラック及び YLC（Young Leaders Cultivation） 

平成 18年度に発足した自立的研究環境整備促進事業「名古屋大学高等研究院研究者育成特

別プログラム（テニュアトラック制度）」は、研究能力と研究内容の抜きん出た若手研究者を

選出し、独立したポジションを与え、5 年間の研究期間で優れた成果が得られた場合テニュ

アポジションを与える制度である。医学系研究科からは 4 名が採択され、全員がテニュアト

ラック終了後に准教授又は講師のポジションに就いており、各々研究室の中心的存在として

研究を持続・発展させている（資料Ⅲ－1－1）。一方、YLC（Young Leaders Cultivation）は、

若手教員、特に助教クラスの質的・量的な確保を大学全体として継続的かつ計画的に採用・

養成するための制度として平成 22 年度に創設されたもので、特に海外留学を視野に入れた育

成を目指している。医学系研究科からは平成 22 年度、平成 23 年度に 1 名ずつが採択され、

両名とも平成 25 年度に海外留学の予定である（資料Ⅲ－1－2）。文部科学省の科学技術人材

育成費補助事業「テニュアトラック普及・定着事業」の支援の下、平成 23年度から開始され

た「名古屋大学若手研究者育成・テニュアトラック（YLC-t）プログラムでは、医学系研究科

から平成 23 年度、平成 24 年度に各 1 名ずつが特任講師として採用されている（資料Ⅲ－1

－3）。 

 

２ グローバル COE 

グローバル COEでは 21世紀 COE に引き続いて研究者の雇用と若手研究者への奨学金・研究

費援助などを行ってきた。5名の特任准教授・講師及び 15名の特任助教・ポスドクを雇用す

るとともに、リサーチアシスタントとして 40 名の若手研究者を雇用し研究を支援している。

また、研究者自立支援プログラムとして若手研究者研究活動経費（148 件）の支援、研究成

果発表のための国内派遣（93 名）及び海外派遣（67 名）、共同研究のための海外派遣（11

名）、若手外国人研究者招聘プログラム（11 件）を実施した（資料Ⅲ－2－1、Ⅱ－5－1）。

教育プログラムとして、大学院生を対象に、「ベーシックサイエンスコース」、「ニューロサイ

エンスコース」、「キャンサーサイエンスコース」、「トランスレーショナルリサーチコース」

の系統講義プログラム及び英語教育プログラムを通じてキャリアパス支援を行っている。年

1回のグローバルリトリートでは、泊まり込みでシンポジウム及び若手研究者の発表を行い、

研究者間の交流を深めるとともに、優秀な研究成果を収めた若手研究者を顕彰している。さ

らに、毎月開催されるプログレスレポート会議、近隣の研究所との交流支援などにより若手

研究者間の交流を支援している。 

 

３ 先端医療・臨床研究支援センター 

難病・希少疾患に対する分子標的治療や核酸医療・細胞治療などの先進的な治療法の開発

はアカデミアの重要な使命の一つであるが、生物統計家などの人材が全国的に不足しており、

人材育成による国際的競争力の強化が急務となっている。先端医療・臨床研究支援センター
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では、創薬・臨床試験を推進するためのスタッフとして生物統計・薬事・知的財産の担当者

を教員として雇用するとともに、人材育成講座として生物統計セミナーを実施し、臨床試験・

疫学研究・バイオインフォマティクスを担う人材の育成を進めている。 

 

４ 特任プロジェクト及び寄附講座 

複数年の大型研究費を確保している研究室に特任研究プロジェクトを認め、特任教授、特

任准教授などを雇用し、特徴ある研究の支援を可能にしている。特任准教授プロジェクト教

員は平成 24年度末の時点で 16名で、研究費の総額も 8千万円を超えている（資料Ⅲ－4－1）。

年々、寄附金の額も上昇しており、寄附講座は平成 24 年度末の時点で 17 講座に及び、雇用

教員数も 40名を超える（資料Ⅲ－4－2）。 

 

５ 博士研究員 

   大学院の重点化により教授数は増えた反面、各ユニットが小さくなり、特に基礎教室では

スタッフが少ないという課題も浮上している。それを補う方策として、ポスドク（博士研究

員）などの若手研究者を積極的に採用している（資料Ⅲ－5－1）。また、独立行政法人日本学

術振興会の特別研究員 PDも、平成 24年度は 2名が採択されている（資料Ⅲ－5－2）。 

 

６ 研究者養成コース 

近年の医学・生物学の進歩や医学医療の高度化・専門化に伴い、若いうちに研究を開始し

て、医学・医療の急速な進歩と社会要請に応えられる医学研究者・教育者を育てることが、

大学における人材育成の重要な課題となっている。医学系研究科では、平成 19年度から研究

者養成特別コース（MD・PhD コース）及び卒直後コースを創設し、医学研究の志向性が高い

優秀な医学生に対して、できる限り早い時期に、かつ自由に研究活動に専念できる環境を提

供している（資料Ⅲ－6－1）。 

また、武田科学振興財団の支援により、平成 25年度から「基礎医学系研究者養成コース（武

田科学振興財団医学博士課程奨学生）」を設置した（各年度 2 名の予定）。これは、基礎医学

教室又は社会医学教室の大学院博士課程入学者のうち 30 歳以下の医師を対象としたもので、

月額 30万円の奨学金を支給するものである。 

 

７ 医学部学生研究会の設立 

第 1章「学部教育」と重複するが、研究志向を有する医学部卒業生が激減している昨今の

状況を鑑み、平成 23年度から文部科学省の支援を得て、東京大学、京都大学、大阪大学、名

古屋大学の 4大学の医学部において、基礎医学研究者育成プロジェクトが展開されている。

本学では東京大学医学部の「MD研究者育成プログラム」を参考に、平成 24年度 4月から「医

学部学生研究会（LOVE LAB）」（http://www.med.nagoya-u.ac/nsam/index.html）を設立し、

各研究室に所属して研究活動を継続している学部学生が研究発表及び自主的なセミナーを行

うための場を提供している（資料Ⅲ－7－1）。あくまで学生の自主的な活動が中心であるが、

専任教員 2名を設置し、活動や研究の方向性の指導に当たっている。また毎年、東京大学、

京都大学、大阪大学、名古屋大学の学生と教官で 1泊 2日の 4大学リトリートを、また東海

6大学（名古屋大学、名古屋市立大学、三重大学、岐阜大学、愛知医科大学、藤田保健衛生

大学）で同様のリトリートを開催し、研究発表と活発な討論、及び学生間の交流を行ってい
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る。本研究会の目的としては基礎・臨床を問わず、将来リサーチマインドを有した研究医・

臨床医を目指す学生を養成することであり、今後の本学の研究体制の礎石を築くものである

と位置づけている。 

 

８ 行政機関（厚生労働省・PMDA など）・企業への人材供給と人材育成 

   新しい医療技術に対応する各種ガイドラインの作成や医薬行政の円滑化等を目的として、

厚生労働省や独立行政法人医薬品医療器機総合機構（PMDA）などの行政機関や独立行政法人

の研究機関等と大学との人材交流が積極的に行われており、その人数は転入・転出ともに増

加している（資料Ⅲ－8－1）。中でも、PMDA から異動した教員は、先端医療・臨床研究支援

センターで薬事などに関する業務を推進しており、有効な人材交流が推進されている。また、

企業などとの人材交流による研究の活性化も従来どおり活発に行われている。 

 

Ⅳ 社会貢献 

 

１ 知的財産 

   研究は、これまで純粋に学問の発展に寄与することを目的としてきたが、少子高齢化が加

速する我が国においてはそれだけでは不十分であり、研究成果をできる限り早く社会経済的

価値につなげることが強く求められるようになった。このため、特許や成果有体物の創出は

論文、著書、発表と同等か又はそれ以上に重要な要素になりつつある。 

（１）特許 

     平成 19年度から平成 23年度の医学分野における特許出願件数は、それぞれ 83件、96

件、80 件、65 件、27 件と横ばいないし減少しているが、一方で登録件数はそれぞれ 1

件、6 件、13 件、11 件、15 件と増加傾向にある（資料Ⅳ－1－1）。このことは登録に結

び付く質の高い知的財産を吟味するための目利きができつつあることを意味していると

思われる。更なる努力を続け、医学部・医学系研究科、附属病院等の貢献度が高まるの

を期待したい。また、特許実施許諾等契約件数も一定の割合含まれており、知的財産の

社会への還元の道筋が開きつつある。 

 

（２）成果有体物 

     これまで本研究科は、成果有体物への関心が決して高いという状況にはなかった。そ

のため、成果有体物による収益も少なかった。しかしながら、成果有体物に関する知識

とその活用方法が理解されるようになってきたことで、その届出件数は平成 20年度には

わずか 3 件であったが、その後は 17 件、16 件、15 件と高い水準に移行しつつある（資

料Ⅳ－1－2）。 

 

（３）中部地区医療・バイオ系シーズ発表会 

     特許並びに成果有体物等の知的財産の社会への還元には、大学の知的財産を企業とマ

ッチングさせる必要がある。これまで医学部附属病院を中心に、名古屋大学医学・バイ

オ系知財フェアを平成 20年度から 4回開催してきており、成果を上げつつあった。平成

24年度にはその活動を中部地方に拡大し、本学産学官連携推進本部を中心に中部地区 17

機関が一同に会し、48シーズの発表を行った。（資料Ⅳ－1－3）。 
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（４）治験 

     医学研究の出口の一つが知的財産の保険医療への定着である。これを実現するには治

験や治験以外の臨床試験が必要であり、いずれも社会貢献への道筋をつけるためには重

要な要素である。最近の治験実施件数を見てみると平成 19年度以降、新規及び継続を合

わせ 78件、90件、90件、105 件、132件と順調に増加している（資料Ⅱ－1－4）。 

 

２ 情報発信 

   超高齢社会を世界で最初に迎えた我が国では、大学を見る社会の目が大きく変わった。す

なわち「自由奔放な研究・教育の園」から「社会経済的価値の創出拠点」へと大きく変わっ

てきている。これに伴い、社会へ向けて情報を発信するためのアウトリーチ活動はこれまで

以上に重要なものとなっている。医学部・医学系研究科及び附属病院では毎年公開講座（セ

ミナー）を定期的に開催し、その数は年間 62～134 件に上っている（資料Ⅳ－2－1）。また、

プレスリリースも平成 20年度は 4件であったが、平成 24年度は 14 件と増加している。今後

は情報発信機能を更に充実させ、社会との交流を密にしていく（資料Ⅳ－2－2）。 

Nagoya Journal of Medical Science は、名古屋大学医学部から刊行されている医学雑誌で

あり、90年の歴史を誇る。長年、冊子体として主に東海地方で購読されていたが、平成 22 年

4月にオープンアクセスの Web化を行った。平成 24年秋には Thomson Reuters 社の認定を受

け、平成 25年度からインパクトファクターが付与されることとなった(IF=0.643, 2012)。医

学系研究科内外から情報発信に利用されている。 

 

Ⅴ 将来への展望 

 

１ まとめ 

（１） 研究体制・研究支援体制 

基礎医学研究室の教員数を 4名と増員し、組織として研究の充実に向けた取組が進

んでいる。全国的にも珍しい医学教育研究支援センターの機器部門は、最新機器の充

実とともに専門の技術系職員を配置し、ますます充実してきた。実験動物部門もマウ

ス・ラットの数が飽和しており、早急の増設が望まれる。トランスレーショナル研究

を支える位置づけとして先端医療・臨床研究支援センターは大型の国家予算を得、今

後本学のみならず、東海地区の支援センターとして研究・人材育成に大きな期待がか

かる。 

（２） 特徴ある研究活動 

過去 5年の大型研究費の内容を見ると、神経、がん、トランスレーショナル研究の

3 分野に研究費が集中していることが分かる。これまでの COE 活動の成果ともいえ、

本学を特徴づける研究活動が営まれている。G-COE、神経疾患・腫瘍分子医学研究セ

ンター、先端医療・臨床研究支援センター、予防早期医療創成センター、医工連携イ

ンキュベータに加えて、新たに脳とこころの研究センターが立ち上がり、3分野を中

心とする研究の活性化が期待できる。 

（３） 研究資金及び研究成果 

研究費は順調であり、特に文部科学省の科学研究費補助金の基盤研究（B）以上の
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比較的大型研究費の獲得が順調に伸びているのは、研究力の上昇に呼応していると見

ることができる。それを裏付けるように教員当たりの論文引用回数は飛躍的に伸びて

いる（資料Ⅱ－5－29、資料Ⅱ－5－30）。 

（４） 人材育成 

高等研究院、G-COE、先端医療・臨床研究支援センターなど幅広い分野の人材育成

に取り組んでいる。特に危機感が顕在化している研究医養成に関しては、東京大学、

京都大学、大阪大学と連携したプログラムを走らせ、効果の手触りがある。また、G-COE

で行ってきたグローバルリトリートは、本学に加えて自然科学研究機構生理学研究所、

国立長寿医療研究センター研究所、愛知県がんセンターの若手研究者も継続的に参加

し、若手研究者の発言が年を追うごとに多くなり、着実に若手育成に貢献している。 

（５） 社会貢献 

大学は地域に支えられていることを自覚し、知的財産の獲得、バイオ系シーズの発

掘に取り組んでいる。治験の数も順調に伸び、今後のトランスレーショナル研究の進

展に合わせて医師主導治験も伸びると期待される。また、市民公開講座などアウトリ

ーチ活動も堅実に行っている。 

 

２ 将来への展望 

以上の研究体制の現況、成果、問題点及び対策案を総合的に勘案し、医学部・医学系研究

科及び附属病院全体としての今後の展望を以下に示す。これは、我が国及び国際社会におけ

る名古屋大学の位置づけを明らかにすると同時に、優秀な研究者の呼び込み及び研究戦略の

決定に非常に有意義であると考えられる。 

（１） 医学部・医学系研究科及び附属病院としての研究戦略の決定 

前回の自己点検評価に対して多くの外部助言者から指摘のあった懸案事項として、「名

古屋大学の顔となる重点的研究分野の形成」（高井義美氏）、「世界に顔の見える拠点」（黒

崎知博氏）、「名古屋大学といえばこの分野、と世界的に認知されるピーク分野の養成」（菅

野純夫氏）、「名古屋大学といえば○○、○○といえば名古屋大学といったコア・コンピタ

ンスの確立」（横田昭氏・横井太氏）の課題がある。従来の講座制度主体の研究体制を維持

しているのみでは、このような重点的研究分野の形成は難しいことも指摘されている。本

学では、球脊髄性筋萎縮症の分子標的療法開発に代表されるように、数々の卓越した研究

成果とともに一定の方向性は示されている。しかしながら、上記課題に対する明確な解答・

施策について、学内研究者への周知や社会における認知度が十分とは言えないのも現状で

ある。今後は「名古屋大学医学部・医学系研究科及び附属病院は、この研究分野で世界一

を目指す」という意思を明確なリーダーシップを持って決定し、得意分野に研究資源を特

化する戦略が必要となる。以下はその有力な候補となるものである。 

 

① 神経・腫瘍研究の融合研究 

これまで一貫して推進してきた神経・腫瘍研究の融合研究・医薬統合創薬研究は、本

学が掲げるべき重点的研究分野の候補であり、今後は医学系研究科附属神経疾患・腫瘍

分子医学研究センターの改編に伴い、特徴を更に明確化する予定である。 

② 名古屋大学関連病院ネットワークを活かした臨床試験 

我が国では、医学系大学院における基礎研究偏重や、臨床試験に関する人材、インフラ
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整備の遅れにより、臨床試験や臨床研究の面で国際的に大きく取り残されていることが問

題となっている。本学は、国内では比類のない規模の関連病院ネットワークと近隣研究施

設を有しており、この優位性を活かしたトランスレーショナル研究や医師主導型臨床試験

を新薬開発、再生医療、免疫療法、診断法開発等の幅広い分野にわたって展開する。 

 

上記の研究戦略に沿った研究人員の配置・研究費の配分が行われれば、研究者間の距離

も縮まり、そこから基礎・臨床のシームレスな融合研究、他学部との異分野連携が自然と

生まれる環境が醸成されるものと期待される。また、ユニークな研究者や臨床医が集まり、

大型研究推進のためのプロジェクトチームの組織構築、大型研究費獲得、産学官連携も現

実化が可能である。現行の先端医療・臨床研究支援センター、脳とこころの研究センター

は上記の戦略的研究を強力にサポートするものと想定している。 

 

（２） Curiosity-driven science の推進 

     一見前項と矛盾するが、山中伸弥・高橋和利両博士の iPS細胞の発見に代表されるよう

に、研究における多くのブレークスルーは研究組織全体の研究戦略ではなく、常に個々の

研究者のアイデアや見えない所の踏ん張りによるところが大きいのも事実である（一方で

応用研究や臨床研究、創薬研究は組織の研究戦略や大型の研究予算がないと展開できな

い。）。このために、若手あるいは中堅の研究者が、たとえ大型の予算を獲得できなくても

個々の小さなアイデアを検証できる研究環境を整える必要がある。現行の先端医療・臨床

研究支援センター、医学教育研究支援センターを更に強化・充実する。また本学では、若

手研究者が重要なプロジェクトを立案するも、科学研究費補助金等の競争的研究資金の獲

得に失敗した場合に学内で資金を組織的にサポートするシステムの構築についても検討

している。加えて、臨床試験に取り組む臨床医の動機づけも重要であり、従来のインパク

トファクターや論文至上主義とは全く異なる評価システム、キャリアパス、教育システム

の確立も喫緊の課題である。 

 

（３） 産学官連携に対する研究者意識の向上 

        我が国が超高齢化社会を迎える中、医学部・医学系研究科及び附属病院の重要なミッシ

ョンとしては、創薬・医療機器開発などのメディカル・イノベーションの推進が含まれて

いる。医学系のバックグラウンドを有する研究者が減少している昨今の傾向を考えても、

他の生命科学系の学部・研究科とは研究の方向性を差別化していく必要もあり、常に医学

への応用と社会への還元を考えた研究を展開する必要がある。その意味で、平成 25年度に

大学院組織改編を断行して単一専攻（総合医学専攻）となり、その中に基礎医学領域、臨

床医学領域に加えて新たに統合医薬学領域を設置した意義は大きい。創薬を一つの出口と

する医学系研究科の意思表示である。今後はこれに加えて他分野でも本学の産学官連携推

進本部、国際産学連携拠点、知的財産部との連携をより強化し、各研究者、特に若手から

中堅にかけての研究者・臨床医の意識を常に社会貢献・産学官連携へと向かわせる施策が

重要である。また、予防早期医療創成センター（PME）を軸とした医工連携を一層充実させ

ていく計画である。 

 



自己点検評価報告書 

-74- 

（４）国際展開力の増強 

     医学・医療分野の国際的人材の育成は、上記に掲げた重点的研究分野や研究戦略の推進

とともに本学の国際的な発信力の向上という観点からも重要な課題である。英語によるコ

ミュニケーション能力の涵養のみならず、様々な国・文化の価値観や視点を共有できる能

力を身に付けることで、世界に通用する臨床試験のデザイン・実施、国際共同治験への参

画及び真に重要な研究課題の選定が可能となる。名古屋大学は、文部科学省の国際化教育

拠点推進事業（グローバル 30）によって支援されており、これに沿った施策を継続すると

ともに、医学部・医学系研究科及び附属病院でも外国提携研究機関からの大学院生・研究

員の受入れを拡大、段階的な教授・医師の外国人登用が不可避と考えている。 
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資料Ⅱ－4－1：共同研究（件数） 

《出典：経営企画課資料》 

資料Ⅱ－4－2：受託研究（件数） 

 

《出典：経営企画課資料》 
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